
























よって､ その効力を生ずる｣ (民法条)｡ このように賃借人は目的物の
使用・収益に対して賃料を支払う義務を負う｡
－－



















澤野順彦 『判例にみる借地・借家における特約の効力』 (新日本法規出版､ 年) 頁以
下､ 石谷克喜 『更新料の判例総合解説』 (信山社､ 年) 頁以下､ 稲本洋之助＝澤野順彦
編 『コンメンタール借地借家法 [第版]』 (日本評論社､ 年) 頁以下 (藤井俊二)､ 水
本浩他
名編 『新借地借家法講座・第巻 借家編』 (日本評論社､ 			年) 頁以下 (木崎
安和)､ 渋川満＝塩崎勤＝玉田勝也編 『現代裁判法大系③ [借地借家]』 (新日本法規出版､ 			
年) 頁以下 (比佐和枝)､ 新田孝二 『危険負担と危険配分』 (信山社､ 		年) 頁以下､
賀集唱編 『借地借家の法律相談』 (青林書院､ 		年) 頁以下 (大和勇美)､ 甲斐道太郎＝
石田喜久夫編 『借地借家法』 (青林書院､ 		年) 	頁以下 (新垣進)､ 篠塚昭次＝吉永順作＝
永田眞三郎編 『借地借家法の基礎知識 下巻』 (青林書院､ 		年) 頁以下 (小野洋一)､ 澤
野順彦 『借地借家法の現代的展開』 (住宅新報社､ 		年) 頁以下､ 幾代通＝広中俊雄 『新
版 注釈民法 (
) 債権 ()』 (有斐閣､ 		年) 	頁以下 (森泉章)､ 水本浩＝田尾桃二編
『現代借地借家法講座 第巻 借家法』 (日本評論社､ 	年) 	頁以下 (伊東孝彦)､ 塩崎勤
編 『裁判実務大系第巻 不動産訴訟法』 (青林書院､ 	年) 	頁以下 (梶村太市)､ 水本浩＝
澤野順彦＝内田勝一編 『新版 借家の法律相談』 (有斐閣､ 	年) 頁以下 (上井長久)､ 稲
本洋之助他名編 『借地・借家制度の比較研究』 (東京大学出版会､ 	年) 頁以下 (本田
純一)､ 水本浩＝田尾桃二編 『現代借地借家法講座 第巻 借家法』 (日本評論社､ 	年) 
頁以下 (伊東孝彦)､ 遠藤浩＝林良平＝水本浩監 『現代契約法大系 第巻 不動産の賃貸借・
売買契約』 (有斐閣､ 	年) 頁以下 (鈴木重信)､ 伊東秀郎＝田尾桃二＝賀集唱編 『判例か
ら見た借地借家の諸問題』 (新日本法規､ 	年) 頁以下 (小山俊彦)､ 星野英一 『借地・
借家法』 [法律学全集] (有斐閣・		年) 
頁以下及び	
頁以下等｡
者契約において ｢不当条項｣ を一般的に規制している(２)｡ 賃貸借の目的
物が事業用に利用される場合､ 賃借人は ｢事業者｣ となり消費者契約法は






契約法条により ｢無効｣ と判断し､ 反対に月に出された大阪高裁第
民事部判決では更新料支払特約は ｢有効｣ とされた｡ さらに今年 (年)
月､ 同じく大阪高裁の第民事部判決は更新料支払条項について消費者















() 消費者契約法条については､ 落合誠一 『消費者契約法』 (有斐閣､ 年) 頁以下､ 松
本恒雄＝高崎仁＝畔柳達雄 『	
 消費者契約法』 (三省堂､ 年) 頁以下､ 内閣府国民
生活局消費者企画課編 『逐条解説 消費者契約法 [新版]』 (商事法務､ 年) 頁以下など
を参照｡
() ただし年月の判決について上告情報は現在のところ入手していない｡

































) 同最判の検討と消費者契約法の問題については､ 拙稿 ｢建物賃貸借契約における原状回復特

















家法条項)､ あるいは､ このような通知をした場合であっても ｢建物
の賃貸借の期間が満了した後建物の賃借人が使用を継続する場合において､
建物の賃貸人が遅滞なく異議を述べなかったときも､ 同項と同様とする｡｣






























んど見られず()､ これが行われるようになったのは､ 敗戦後､ 首都圏を
中心に昭和年以降､ まず土地の賃貸借契約において ｢権利金｣ が､ そし





() 更新料を ｢更新の対価として賃借人から賃貸人に支払われる一時金｣ とするものもある (例
えば塩崎編・前掲注() 『現代裁判法大系③』 頁 [比佐和枝]､ 澤野順彦 ｢更新料特約およ
び敷引特約の効力｣ 	号 (	年) 頁など) が､ かつてもまた現在でもその更新料の
｢対価｣ 性自体が争われている｡
() 借地の場合には､ 増改築・立替承諾料､ 条件変更承諾料､ 借地期間延長承諾料､ 名義書換料
(賃貸権譲渡承諾料) の名目で支払われることもある (澤野・前掲注() 	号頁参照)｡
(	) 澤野・前掲注() 	号頁｡
() 平野晃 ｢｢東京における借地条件､ 地代等の実態｣ について｣ ジュリスト		号 (	年)
頁｡
() 賀集編・前掲注() 『借地借家の法律相談』 頁 (大和勇美)､ 石外・前掲 『権利金・更新
料の判例総合解説』 頁以下､ 新田・前掲 『危険負担と危険配分』 頁以下､ 梶村太市 ｢ ｣
判タ号 (	年) 	頁以下､ 太田武聖 ｢更新料｣ 判タ	
号 (		年) 頁以下など参照｡
ただし	年時点でも､ 借家については更新料はそれほど普及していないとの認識も示され
ている (座談会 ｢借地借家紛争の問題点｣ 自由と正義第



































() 新田・前掲注() ｢危険負担と危険区分｣ 頁以下参照｡
() 座談会・前掲注() ｢借地借家紛争の問題点｣ 頁 (鈴木秀雄発言)｡
沖縄法学 第号 ()
－－
※ 国土交通省 ｢民間賃貸住宅実態調査｣ (2007年6月) より抜粋
 
学説でも早い時期から更新料の法的性質､ 評価をめぐっては種々の見解






















() 更新料についての学説の整理に関しては､ 水本他編・前掲注() 『新借地借家法講座・第
巻』 頁以下 (木崎安和)､ 水本＝田尾・前掲注() ｢現代借地借家法講座Ⅰ 借地法｣ 	頁､
太田武聖・前掲注() 判タ
号頁以下等を参照した｡
() 星野・前掲注() 『借地・借家法』 	
頁｡ 同旨､ 古山＝水本編・前掲注() 『借家の法律相
談』 

頁 (山田卓生)､ 伊東孝彦 ｢特約の効力｣ 水本他編・前掲注() 『現代借地借家法講座
第巻 借家法』) 頁｡
ちなみに星野・前掲頁は､ 借地契約における更新料については ｢賃料の補充｣ として
の性質､ ｢訴訟に持ち込むことなく合意で更新する利益の対価｣ とする｡
() 甲斐＝石田編・注() 前掲 『借地借家法』 頁 (新垣)｡
() 水本他編・前掲注() 『借家の法律相談』 頁以下 (上井)｡ この説は､ 借家条件の変更に
正当事由がある約定更新の場合には更新料の支払を認めるとする｡
が確保され､ 法定更新の場合の解約申入れの危険を回避できるといった利
益を得るので､ 更新料特約は､ その額が妥当である限り有効である｣ とす
る()｡














() 水本他編・前掲注() 『新借地借家法講座・第巻』 	
頁以下 (木崎)｡
() 篠塚他編・前掲注() 『借地借家法』 
頁 (内田)｡
() 佐藤岩夫 ｢不動産｣ 判タ		号 (年) 頁｡ ただし賃貸人が更新について ｢異議｣ を表






() 石外編・前掲注() 『現代民法法講義 [改訂版]』 頁 [石外]､ 浦野真美子 ｢更新料をめ
ぐる問題｣ 判タ号 (
年) 頁など｡
水本他編・前掲注() 『新版借家の法律相談』 (上井長久) 頁は ｢更新料が権利金､ 敷金
の補充という性質を持っている場合とか､ 更新料の接受が事実たる慣習として高まっている場
合も､ 適正妥当な範囲で応じなければならないことも｣ あるとする｡ また塩崎勤編 『裁判実務
体系第巻 不動産訴訟法』 [青林書院､ 	
年] 頁以下 [梶村太市] は､ 家賃～か月
分相当額の更新料なら､ 円満に更新される借家人の経済的心理的メリットを考慮して､ その私
的自治に委ねるべきであるとする｡
土地賃貸借についてではあるが､ ｢私的自治｣ を根拠とする説では ｢法律的にも経済的にも





() 北河隆之・判批 ｢不動産研究｣ 第巻号 (年) 頁以下｡
() 浦野真美子 ｢更新料をめぐる問題｣ 判タ号 (
年) 頁｡ 小川浩 ｢建物賃貸借の法






























() 澤野・前掲注() 	号 (年) 	頁によれば､ 更新料については ｢更新料を支払
う旨の約定は法定更新の場合にも適用があるか､ 約定の更新料が支払われなかった場合の法的
効果､ 更新料の不払は賃貸借契約の解除原因となるか､ 更新料の約定が存しない場合に､ 賃借
人が更新料を支払うべき義務が生ずる商慣習または事実たる慣習の存在が認められるか｣ が争
点となってきた｡ 現在ではこれに消費者契約法適用の可否が加わった｡
() 従来の裁判例に関する整理検討は､ 石外・前掲注(	) 『権利金・更新料の判例総合解説』 		
頁以下も参照｡ なおここでは賃貸の目的が ｢住居｣ 用か ｢事業｣ 用かはここでは区別しない｡
() ただし後述 (本文) するように､ 建物賃貸借契約において ｢慣行｣ を認めるような表現を
用いる裁判例 (【	】東京地判昭	年	月	日判時	号頁) もある｡
(







() 塩崎編・前掲注(	) 『裁判実務大系		巻 不動産訴訟法』 頁 (梶村)｡
② ｢紛争の回避 (解決) 金｣
更新料支払によって賃貸人からの ｢更新拒絶に伴う明渡請求等の紛争を






あるとして､ 賃料の ヶ月分であれば借家法 条(
)により無効とすべき

























条)､ 借家契約の更新 (同条､ 
条項)､ 解約申入・更新拒絶 (同条の､ 同
条項)､
借家の期間 (同







日) がある｡ ｢場所的利益｣ については述べていないが､【】東京地判
昭年月日も同旨である｡

















































から､ たとえ､ 建物の賃貸借契約に更新料支払いの約定があっても､ その


















































左右するのは更新料の性質論に加えて更新が ｢合意｣ であったか ｢法定｣
であったかという更新の内容の問題でもあったということであろう｡ そし
て､ 更新料支払特約の効力が否定されたのは全て ｢法定更新｣ に関する事


































るとする説がある｡ 前者は､ ｢本条に該当し無効とされる条項は､ 民法の
もとにおいても民法第条第項の基本原則に反するものとして当該条項
にもとづく権利主張が認められないものであり､ 現在､ 民法第条第項































うでない以上､ 民法条項に規定する基本原則 (信義則) に反して賃借
住居用建物賃貸借契約における更新料支払特約と消費者契約法条：大山
－－
() 中田邦博 ｢消費者契約法条の意義｣ 法セ	号(年)頁以下｡
() 年からの一連の裁判例に関する解説として､ 長野浩三 ｢建物賃貸借契約における更新
料支払条項を消費者契約法条により無効とした裁判例｣ 消費者法ニュース
号 (年) 
頁以下､ 中原洋一郎 ｢居住用建物の賃貸借契約における更新料特約の効力｣ 不動産研究	巻
号 (年) 頁以下､ 長野浩三 ｢建物賃貸借契約における更新料支払条項を消費者契約法
条により無効とした裁判例｣ 市民と法号 (年) 頁以下､ 澤野順彦 ｢更新料特約および









本件では､ 賃借人は賃貸人から ｢更新料が更新拒絶権放棄の対価､ 賃借




















｢消費者の利益を一方的に害する｣ とは､ ｢消費者契約法の目的 (同法
条) 等に照らせば､ 消費者と事業者との間の情報の質及び量､ 交渉力の格
差を背景として､ 消費者が誤認又は困惑するような状況に置かれるなどし
て､ 消費者の法的に保護されている利益を､ 信義則に反する程度に､ 両当
事者の衡平を損なう形で侵害すること｣ をいう｡
本件更新料条項は､ 賃借人と賃貸人との間の ｢更新料条項に関する情報




















報により､ 容易に大量に入手できる｣ ので ｢少なくとも更新料に関する情
報の量の点では｣､ 賃貸人との間には大きな格差は存在しない｡ しかし




































更新料に主として賃料の補充 (賃料の前払い) としての性質と､ また希
薄ではある ｢更新拒絶権放棄の対価及び賃借権強化の対価としての性質｣
があり､ 更新料額が過大なものとはいえない｡
本件 ｢更新料約定の内容 (更新料の金額､ 支払条件等) は､ 明確である｣｡
②【】大津地判平年月日 (【】大阪高判平年月	日の原審)
(ア) (事案)
















する裁判例は､ 更新料そのものに ｢対価性｣ がない､ 趣旨不明瞭とする点
に特徴があろう｡ 一方､ 消費者契約法条の適用を否定する裁判例は､ 従
来の裁判例の中でも見られたように､ 更新料の性質を ｢賃料の補充｣ ｢更
新拒絶権放棄の対価｣ ｢賃借権強化の対価｣ として捉えている｡
また､ 消費者契約法条後段の要件について､ 同条適用を肯定する裁判





情報に対する両当事者間の ｢格差｣ が判断に影響しているようである｡ と








() 高裁判決については､ 長野浩三 ｢建物賃貸借契約における更新料支払条項を消費者契約法
条により無効とした裁判例｣ 消費者法ニュース号 (年月) 頁以下､ 同 ｢建物賃
貸借契約における更新料支払条項を消費者契約法条により無効とした裁判例｣ 市民と法	号
(年月) 頁以下､ 中原洋一郎 ｢居住用建物の賃貸借契約における更新料特約の効力｣
不動産研究
号号 (年月)､ 澤野・前掲注() ｢更新料特約および敷引特約の効力｣
号	頁以下参照｡
() 消費者契約法適用肯定例






いずれからも､ 解約の通知及び更新拒絶の申出を行わず､ その都度､ 契約
期間をその後の年間とし､ 契約更新証書に相互に署名捺印又は捺印した｡
















更新拒絶権放棄の利益は契約期間の半分｣ の か月しかない｡ 賃借人が
｢もともと現実化する確率の極めて小さな更新拒絶という危険を放棄する
という実に些少な利益のために万円という些少とはいえない対価を支払






























































































































































































でもない (賃借人としては､ それに納得できないのであれば､ 契約を締結
しなければよいのであって､ これを契約条項の押し付けであるとは認めら











































干留意しておくべき点は､ 契約期間の違い (月判決の事案では年､ 
月判決では年) と､ 更新料額 (月判決では月額賃料のヶ月分強､ 
月判決でも同様に月額賃料のヶ月分) であろう｡
() 消費者契約についての理解 (消費者契約法条後段の要件について)
① 先にみたように､ 学説上､ 消費者契約法条後段の要件は民法条
項の信義則と同様のものか否かという論点があった｡
消費者契約法条後段に該当するか否かについて､ 月判決は､ 契約条
項の実体的内容､ 趣旨､ 目的､ 根拠､ そして消費者契約法条に照らし､
住居用建物賃貸借契約における更新料支払特約と消費者契約法条：大山
－－






る (月判決・判旨())｡ また､ 消費者契約法が立法された下で､ 改めて
借地借家法の強行規定の存在を意識しつつ本件更新料約定を見直してみる
とも述べる (月判決・判旨())｡
② これに対して月判決は､ ｢消費者と事業者との間にある情報､ 交渉






























しい､ (ウ) 当該事案では契約期間は年で法定の最短期間であり､ 賃貸
人による更新の有無の通知が期間満了ヶ月前と約定されていることから､
仮に賃借人が更新料を支払い､ 賃貸人が更新拒絶権を放棄したとしても､
賃借人とっての利益はヶ月しかない､ (エ) 紛争回避金とするにも､ 市
場では賃貸物件の供給過剰であり､ 賃借人のみが､ そのような金銭を負担
すべきものでもない､ これらから結論として (オ) 現実化する可能性の低
い更新拒絶に対して､ わずかな利益のために更新料万円を対価というの
は説明困難である､ とする (月判決判旨())｡







月判決は､ 更新料を ｢賃借権の強化｣ であるとの賃貸人側の主張につ
いても､ (ア) 当該事案については契約期間は法律上定め得る最短の年
であり､ 無視してよく､ (イ) そもそも賃貸人の ｢正当事由｣ 自体が認めら
れる可能性が低い､ として､ これも説明困難であるとする (月判決・判
旨())｡
また更新料は ｢賃料の補充｣ であるとの主張についても､ 月判決は主
に次のような理由を挙げて否定する｡ すなわち､ (ア) 更新料は､ 契約が







② これに対し月判決は､ 更新料の性質を ｢賃借権設定の対価｣ の ｢追
加分｣ ｢補充分｣ であるとする｡ その論拠は次のように組み立てられた｡
すなわち (ア) 当該事案においては､ 礼金万円 (賃料約ヶ月分) の
接受があり､ これを月判決は ｢年間の賃借権の設定を受けた賃借人と
しての地位を取得する対価｣ と理解する｡ 賃貸人としては､ 別の新たな契
約の締結を繰り返し､ その都度礼金を受け取る方が利益が出るが､ 賃貸人
から更新拒絶をすることは借地借家法条の趣旨を没却するので基本的に
は認められない (月判決・判旨())｡ したがって､ (イ) まずは短期間
に対応した対価である礼金を受け取り､ 契約を更新することにより､ 結果
として長期になる賃借権設定をしたことになるとして､ ｢賃借権設定の対
価｣ の追加分・補充分として ｢更新料｣ を受け取る (月判決・判旨(	))｡
(ウ) これには一定の合理性と必要性がある (月判決・判旨()) が､ こ






賃貸借契約であっても､ 結局のところ､ ｢正当事由｣ がなければ賃貸人側
から解約することはできず (そして実際上も ｢正当事由｣ が認められる可
能性は低い)､ 事実上賃借権は保護されている｡ この点から合意更新によっ
て期間の定めのある契約になったとしても､ 賃借人に生じる利益の差は僅
少 (正当事由が認められ解約できる可能性はきわめて低い) で､ 更新料支
払が賃借権強化とはならない｡ ゆえに､ 更新料に賃借権強化を導くような




月判決の論旨は､ 借地借家法の規定及び ｢正当事由｣ の存否判断に対
する裁判所の従来の流れ()からして､ 通常 ｢合意更新｣ と ｢法定更新｣ の
それぞれの効果があまり見いだせないと考える点で評価できる()｡
一方､ 月判決のいう､ 更新料とは ｢賃借権設定の対価｣ の ｢追加分｣
｢補充分｣ であるとするのは､ 従来の裁判例とは異なる ｢性質｣ 論を示し
たかのようにも見える｡ しかし､ その前提である ｢礼金｣ を ｢期間設定の
対価｣()とし､ 更新料を期間を長期にわたって延長したその ｢追加分｣ ｢補
充分｣ として捉えているので､ 更新料に対する月判決の実質的な発想と
しては､ 従来の裁判例でも示されきた ｢期間設定｣≒｢賃借権強化 (異議権
放棄)｣ といわざるを得ないだろう｡ とすれば､ 月判決 (ないし消費者
契約法条の適用を認め更新料支払特約を無効とした地裁諸判決) が示し
た ｢賃借権強化 (異議権放棄)｣ 説に関する批判に応対しなければならな
いのだが､ 月判決にそうした部分は見受けられない()｡
また月判決は更新料を ｢賃借権設定の対価｣ とし､ ｢賃料の補充｣ と
は述べていない｡ しかし月判決は､ 更新料支払が定められている賃貸借
契約では月々の賃料が抑えられていることが多いものと考えられるとし






() 月判決では､ 法律上､ 期間の定めとして認められる最短の年が当該賃貸借契約の期間
である (つまり､ 賃貸借契約期間が短い) ことが理由の一つとして挙げられているが､ 居住用
賃貸借契約の期間は定められ､ それは通常年ないし年である｡ 契約期間が一般的には年
とか年､ あるいは年とかであれば､ 相対的に年の契約期間は短期といえるが､ 住居用賃
貸借契約の期間の実情を考慮すれば､ 年を特に ｢短期｣ と評する必要はないように思われる
(｢平均的｣ とでもいうべきであろうか)｡












())()｡ しかしこのような説明は ｢賃料の補充｣ 説と変わらないといって
よく､ 更新料を ｢賃貸権設定の対価｣ の補充分・追加分と考える月判決
の論拠付けとしては適切ではないように思われる｡
以上からすると､ 月判決が更新料について示した ｢賃借権設定の対価｣
の ｢補充分・追加分｣ という性質については､ 先に見てきたような ｢賃借



































等がされたほか､ 退去時の補修費用について､ 賃貸借契約書の別紙 ｢住宅










いとした｡ それを前提に､ 最高裁は､ 賃借人が基本的に負うべき原状回復
義務を超えて､ 賃貸人自らが負担しなければならない通常損耗部分の補修
を賃借人に転嫁するためには､ それまでは一般的に十分だと考えられてい
た上記の如き説明会であっても､ 賃借人との ｢合意｣ を認めるにはなお













なかった (月判決・判旨())､ もし､ 賃貸人が更新料に相当する金額を
も含めた経済的利益を取得しようとするのならば､ 更新料としてではなく､
端的に､ その分を上乗せした賃料の設定をして､ 賃借人になろうとする消





れる金銭｣ という程度の認識しか有しないとする (そして､ 消費者契約法
条後段の要件に該当するという結論につながる)｡
④ 一方､ 月判決は､ 賃貸人から法的な説明がなくても､ 賃借人が更新
料について ｢賃貸借契約が当初の賃貸借期間よりも長くなったことに伴っ
て支払うべきものであるという認識｣ があれば､ ｢更新料の趣旨の理解と
して不十分｣ ではない､ とする (月判決・判旨())｡ 消費者契約法条
後段によって無効とすべき程度に更新料の趣旨を賃借人が理解していなかっ































旨())｡ ただし年という契約であるため ｢賃借権強化｣ の程度はほとん
ど認められず､ 賃貸人からの解約申し入れの場合も正当事由が認められる
ことは少ない､ としている｡



























一般法適用の事案であったことを考慮すると､ 賃借人 (消費者) に本来の
義務とは異なる負担を課す場合に､ 賃貸人 (事業者) による通り一遍の説













に充て､ 残額は返済しなければならないが､ 一般には未だ､ 礼金は返金す
る必要のない金員と理解されており､ また礼金収受を有効とする判決もあ
















() なお､ 中原・前掲注() ｢居住用建物の賃貸借契約における更新料特約の効力｣ 頁は
｢賃貸人及び仲介業者 (更新料の一部が実質的に仲介業者の収入になると考えられる) として
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